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申請書等の押印見直し判断基準 

令和３年１１月一部改正 

 

行政手続の市民負担の軽減及び今後進めていく行政手続のデジタル化を推進しやすい環

境の整備を図るため、個人及び事業者が行う申請手続等において求めている申請書の氏名欄

の押印について、次の判断基準により見直しを実施する。 

 

【判断基準１】押印を求めるもの 

①  地方自治法第２３４条第５項により記名押印が義務付けられている紙面での契約書 

  ・ 契約書には協議書、覚書などで双方が記名押印を行う契約書としての性質を備えて

いるような場合や、契約書に準ずるものとして請書を含む 

  ・ 契約書、請書を要する契約における見積書を含む 

② 山口市入札参加資格者に対して、記名押印を義務付けている入札参加資格の審査、入札

書等 

③ 上記以外の国及び県の法令・条例等により押印が義務付けられているもの 

・  本市以外の組織・団体から押印が義務付けられているものを含む 

 ④ その他、実印・登録印（個人において登録された印鑑（印章）又は法人において登録さ 

れた代表者印）を求め、印鑑証明書と照合するもの 

  

【判断基準２】署名を求めるもの 

① 国の法令及び県の条例等により署名が義務付けられているもの 

・  署名又は記名押印の選択制としているものを含む 

② 本人の意思による申請であることを署名により担保する必要性があるもの 

  ・ 補助金関係書類、手当支給申請書など金銭等の給付を伴う申請で、本人以外に給付し

てしまうおそれがあるもの 

  ・ その他、許可申請書など本人や第三者に不利益が生じるおそれのあるもの 

 ③ 診断書、意見書、証明書など、本人以外が作成する申請書の添付書類として作成してい

るもので、当該書類の記載が作成者の意思によるものであることを署名により担保する必

要性があるもの 

  ※ 署名・・・自己の氏名を手書き（自署）すること 

   記名・・・自己の氏名を手書き（自署）するのではなく、代筆や印刷されたもの等に 

より氏名を記すこと 

 ※ 本人（代表者）が手書きしない場合は記名押印も可とする。（上記①～③いずれも） 

 ※ 署名された申請書を訂正する場合は、原則として、訂正署名によることとする。 
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【判断基準３】記名のみとするもの 

  公共施設の利用申し込み等押印や署名を求めてまで本人確認をする必要がないものや、

本人確認を他の手段（下記手段例参照）で行うことで、本人の意思による申請であることを

押印や署名を廃止しても支障がないものは、記名のみとする。 

  

＜本人確認等を行う手段例＞※内閣府「地方公共団体における押印見直しマニュアル」より 

① 継続的な関係がある者の eメールアドレスや既登録 eメールアドレス（例：契約事務に

関し、契約管理システムに登録された eメールアドレス）からの提出 

② 本人であることが確認された eメールアドレスからの提出（本人であることの確認には

別途本人確認書類のコピー等のメール送信を求めることなどが考えられる） 

③ ID/パスワード方式による認証 

④ 本人であることを確認するための書類（マイナンバーカード、運転免許証、法人の登記

書類、個人・法人の印鑑証明書等）のコピーや写真の添付 

⑤ 他の添付書類による本人確認 

⑥ 電話やウェブ会議による本人確認 

⑦ 署名機能の付いた文書ソフトの活用（電子ペン等を用いたＰＤＦへの自署機能の活用等）   

⑧ 実地調査等の機会における確認 

 

 

申請書等の押印見直し判断フロー 
 

 

 

 

※ 判断基準２については、判断基準３＜本人確認等を行う手段例＞で対応できないか検討

し、判断してください。  

判断基準２
に該当しない

見直し対象外

記名で可

見直し対象外

本人の署名（本人が手
書きしない場合は記
名押印も可）

実印（登録印）
（印鑑証明書添付）

判断基準１
に該当

判断基準１
に該当

判断基準１
に該当しない

判断基準２
に該当

認印
＜実印（登録印）でなく
照合しないもの＞
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申請書等の押印廃止に伴う氏名欄の様式例 
 

申請書等様式については、以下の様式例を参考に、対象者の状況や様式のレイアウトなど
個々の申請書等の状況に合わせた見直しを行ってください。 

 

  

１ 署名を求めるもの（氏名の記載にあたり自署である必要性があるもの） 
＊ ㊞マークを記載しない代わりに、押印が必要な場合について記載された注意書きを   
強調するため、（※）印を氏名（名称）記入欄の右端に記載します。 

  ＊ 注意書きは、できる限り氏名欄の近くに記載します。 
  ＊ 訂正する場合は、訂正箇所を二重線で消し、付近に訂正署名を記入してもらいます。 
 

① 申請者として、個人、個人事業者、法人格のない団体、法人を対象としている場合で、    

法人が申請する場合でも、署名で可とする場合 
    

氏名 

又は 

名称及び 

代表者名 

 

 

（※） 

（※）本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

     

②  対象者を個人、個人事業者、法人格のない団体に限定している場合 

 

氏名 

又は 

名称及び 

代表者名 

 
 

（※） 

（※）本人が手書きしない場合は、記名押印してください。 

 

  

２ 記名のみで可の場合（代筆や印刷されたものなどの記名でも良いもの） 
    

氏名 

又は 

名称及び 

代表者名 

 

 

 


